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１．は じ め に（研究目的）
消防白書平成２５年版によれば、日本におけ
る救急出場件数は平成１６年に初めて５００万人
を突破し、平成２２年は５４６万７，６２０件、平成２３
年は５７１万１，１０２件、平成２４年は５８０万５，７０１件
と増加し続けている。しかし、入院加療を必
要としない軽症者及びその他の割合は５３．１％
である。高齢化に伴って高齢者の救急自動車
の利用も増えており平成２４年中の救急自動車
による搬送人員のうち、年齢区分別では高齢
者が５３．１％を占める。高齢化によりますます
救急需要が増加することが予想されるが、こ
のような救急自動車の不適切利用は現場到着
時間の遅延、医療機関の受け入れが困難とな
り搬送先が決まらず傷病者への対応の遅れと
いう事態を引き起こすことになる。
江別市においても例外ではなく、平成１７年
をピークに緩やかに人口が減少する一方で、
救急自動車の出場件数は平成２１年が３，６１８件、
平成２２年が３，７７３件、平成２３年が３，９９７件と右
肩上がりに上昇を続け、平成２４年はついに４
千件を超え４，１３６件の出場件数となった。増
加する救急需要に対し、救急隊員の養成等現
場対応力の強化、患者搬送事業者の認定や救
急自動車適正利用のリーフレット配布、市内
映画館の協力による適正利用のスライド上映
等、江別市独自の様々な取り組みや PRを実
施してきている。江別市の救急自動車の出動
件数は増加しながらも同一人口規模の他市と
出場件数を比較した場合、救急隊の出場件数
が他市よりも少ないことが明らかになってい
る。その要因を明らかにすることにより、今
後の増加が予想される救急需要に対する有効
な方策が見出される可能性がある。そこで本
調査研究では、江別市における救急需要の実
態について調査を行い、江別市と同じ人口規
模の他市との比較を行い、江別市の救急需要
の特徴および救急出動が少ない要因を明らか
にするとともに、他市の救急需要に関して適
正利用及び救急搬送・救急業務の効率化を図っ
ている取り組みについて調査を行い、今後も
増大すると予想される救急需要の総合的な取
り組みについての方策を考察する。
２．救急体制に関する全国的動向と
江別市の動向
 救急出動の動向
平成２４年中における全国の救急出動件数は、
５８０万５，７０１件と、前年と比較して、９万４，５９９
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件増加し（対前年比１．７％増）、平成１６年から
連続して５００万件を超えている。出動件数の
うち、救急自動車による上位の事故種別は急
病が３６４万８，０７４件、一般負傷が８２万９，０７１件
となっている。また、救急自動車による搬送
人員は５２５万２，８２７人（対前年比６万７，５１４人
増、１．３％増）であり、救急自動車による出
動件数は全国で１日平均１万８９７件（前年１
万５，６３７件）、５．４秒（同５．５秒）に１回の割合
で救急隊が出動し、国民の２４人に１人（同２５
人に１人）が救急隊によって搬送されている
ことになる。
江別市の救急出動件数は、平成２４年は前述
のとおり４，１３６件で前年と比較して１３９件増加
（対前年比１．０％増）となっている。
１）傷病程度別搬送人員の状況
平成２４年中の救急自動車による搬送人員５２５
万２，８２７人のうち、死亡、重症及び中等症の
傷病者の割合は全体の４９．５％、入院加療を必
要としない軽症傷病者及びその他の割合は
５０．５％となっている。
江別市の平成２４年中の搬送人員３，７７６件の
うち、死亡、重症及び中等症の傷病者の割合
は５８．３％、軽症傷病者及びその他の割合は
４１．７％となっており、全国平均を下回っている。
２）年齢区分別搬送人員の状況
平成２４年中の救急自動車による搬送人員の
内訳を年齢区分別にみると、新生児０．２％、
乳幼児４．９％、少年３．８％、成人３８．０％、高齢
者５３．１％となっている。
江別市では新生児０．１％、乳幼児４．３％、少
年２．８％、成人３７．４％、高齢者５５．４％となっ
ており、高齢者の搬送が全国を上回っている。
３）現場到着所要時間別出動件数の状況
平成２４年中の救急自動車による出動件数５８０
万２，４５５件のうち、現場到着時間別の救急出
動件数の状況は、５分以上１０分未満が３６３万
９，２７４件で最も多く、全体の６２．７％となって
いる。また、現場到着時間の平均は８．３分
（前年８．２分）となっている。
江別市では、出動件数４，１３６件のうち、現
場到着時間別の救急出動件数の状況は、５分
以上１０分未満が２，７９８件で最も多く、全体の
６７．６％となっている。また、現場到着時間の
平均は７．９６分（前年８．０１３分）となっている。
４）収容所要時間別出動件数の状況
平成２４年中の救急自動車による搬送人員の
病院収容時間別の搬送人員の状況は、３０分以
上６０分未満が２９４万７，５６３人（全体の５６．１％）
で最も多く、次いで２０分以上３０分未満の１４８
万９，４５６人（同２８．４％）となっている。また
病院収容時間の平均は３８．７分（前年３８．１分）
となっている。
江別市の病院収容時間別の搬送人員の状況
は、３０分以上６０分未満が２，０８５人（全体の
５５．２％）で最も多く、次いで２０分以上３０分未
満の１，３４９人（同３５．７％）となっている。ま
た病院収容時間の平均は３５分（前年３３分）と
なっており、全国平均を下回っているものの
前年より収容時間の増加がみられた。
 江別市の人口動態と地区別出動件数
１）江別市人口動態
江別市の人口は平成１７年をピークに減少し
ているところであるが、「江別市人口動態に
関する分析業務報告書（平成２４年１月社団法
人日本能率協会）」によれば
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・年少人口（０～１４歳人口）、生産人口（１５
～６４歳）は減少しているが老年人口は増
加
・３０歳から５０歳代にかけてのいわゆる「子
育て世代」の年齢層は増加
・市内就業者と市外就業者が同程度数
の特徴が挙げられる。
また地区別では、以下の特徴が示された。
・江別地区：年少人口の割合は減少傾向、
老年人口の割合は増加傾向。
老年人口は１，０００人増加（平
成１９年～平成２３年）。３０歳代
後半～４０歳代後半は増加傾向。
・野幌地区：老年人口が１，２００人増加。高
齢化率は２２．７％で市全体の
２１．９％を上回っている。
・大麻地区：地区人口が７００人減少（平成１９
年～平成２３年）。高齢化率は
２６．３％で江別市の中で最も高
齢化率の高い地域。２０歳前後
の人口が平成１３年、平成１８年、
平成２３年の各年で大きく減少。
３０歳後半から５０歳代後半及び
７０歳代以降で増加傾向。
２）地区別出動件数
平成２４年における江別市の地区別出動件数
は、江別地区全体では１，５３１件（全体人口比
率３．０８％）となっており、高齢者の要請件数
は７７９件（高齢者数人口比率７．２１％）であっ
た。野幌地区においては全体では１，５８１件
（全体人口比率３．６６％）、高齢者の要請件数
は７９０件（高齢者人口比率７．５７％）。大麻地区
全体では１，０１５件（全体人口比率３．５４％）、高
齢者の要請件数は５３４件（高齢者人口比率
６．７６％）となっており、最も高齢化率が高い
大麻地区ではあるが、高齢者の搬送人員比率
は低い状況となっている。
 江別市の救急需要特徴
江別市の救急出動実態および人口動態から、
以下の救急需要特徴が挙げられる。
①軽症傷病者の割合は４１．７％で、全国平均
の５０．５％を下回っている。
②高齢者の搬送の割合が５５．４％で全国平均
の５３．１％を上回っている。
③病院収容時間の平均は３５分（前年３３分）
となっており、全国平均（３８．７分）を下
回っているものの前年より収容時間の増
加がみられた。
④大麻地区の高齢化率は２６．３％で市内では
最も高齢化の高い地域であるが、高齢者
の要請件数は５３４件で、地区内の高齢者の
人口比率では６．７６％で他の地区より低い。
３．江別市および同一人口規模（１２
万人）他市への調査
３－１．同一人口規模（１２万人）の市へのア
ンケート調査（１２市）
江別市における救急需要の実態や要因を明
らかにし、総合的な取り組みについて検討す
るため、江別市と同じ人口１２万人規模の市
（江別市を含む）を対象とし、郵送により実
施した。
１）調査期間
平成２４年８月２９日～９月１４日
２）回答数
１２（回収率１００％）
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３）アンケート調査内容
Ⅰ．医療・保健・福祉・介護関係に関する質
問（１５項目）
国民健康保険加入率や高齢者関連施設、要
介護者数、緊急通報システム設置世帯数など
Ⅱ．救急統計関係（１３項目）
救急自動車台数（非常用救急自動車《予備救
急車》含む）や救急隊数、救急出場件数など。
Ⅲ．その他、救急需要に関することで特徴的
なことや近年の傾向、救急需要増加原因と
考えられるものや救急需要に関することに
ついての意見や質問、そのほか自由記述欄
を設けた。
３－２．同一人口規模（１２万人）の市へのヒ
アリング調査（３市）
上記３－１．同一人口規模（１２万人）の市
へのアンケート調査（江別市を含む１２市）の
結果および平成１２年、平成１７年、平成２２年の
過去３回の国勢調査から人口増減率や高齢化
率、世帯構成、救急出動件数の推移等、江別
市の将来を想起させる３自治体の消防本部お
よび福祉担当部署を対象にヒアリングを実施
した。
１）調査対象地
①愛媛県新居浜市
②福岡県大牟田市
③大阪府大東市
２）ヒアリング内容
Ⅰ．救急需要に関して（９項目）
救急需要の増加の原因と今後の見込み、増
加見込みの場合、今後の対策についてや、救
急自動車・救急隊の増、住民意識の啓発活動、
他機関・他団体との連携、他部署との連携など
Ⅱ．医療資源について（６項目）
救命救急センターの利用状況、搬送状況お
よび救急需要への影響、第一次医療、第二次
医療の体制、利用状況、搬送状況についてなど
Ⅲ．高齢福祉関連（４項目）
高齢者保健福祉計画（介護保険事業計画）、
独居老人対策についてなど
Ⅳ．その他
地域特性（地形、コミュニティ特性）ほか
３－３．江別市在住高齢者世帯へのインタ
ビュー調査（１１世帯）
江別市における救急出動件数の約５５％を占
める６５歳以上の高齢者の救急に対する意識を
把握するため、６５歳以上の高齢者世帯を訪問
し、インタビュー調査を行った。高齢者世帯
の選定にあたっては江別市内の地域包括支援
センターに協力を依頼し、調査の趣旨に賛同
してくれた高齢単身者および高齢夫婦世帯、
計１１世帯とした。
１）高齢者世帯インタビュー調査対象者とイ
ンタビュー内容
対 象 者 救急車の利用有無
１ Ａ氏（８１歳、女性）
＊地域包括支援センター職員同席
無
２
Ｂ氏（８０歳、女性） 有（１回）
Ｃ氏（８５歳、男性） 有（１回）
３ Ｄ氏（７８歳、女性）
＊長女（別居）同席
有（２回）
４
Ｅ氏（７５歳、男性） 無
Ｆ氏（６９歳、女性） 無
５ Ｇ氏（７９、女性） 有
６
Ｈ氏（８２歳、男性） 有（２回）
Ｉ氏（７６歳、女性） 無
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７
Ｊ氏（８１歳、男性） 無
Ｋ氏（７９歳、女性） 有（１回）
８
Ｌ氏（８５歳、男性） 無
Ｍ氏（８５歳、女性） 有（１回）
９ Ｎ氏（８３歳、女性） 有（１回）
１０ Ｏ氏（６９歳、女性） 有（１回）
１１
Ｐ氏（８９歳、男性） 無
Ｑ氏（８４歳、女性） 無
２）インタビュー内容
Ⅰ．家族や生活に関すること（５項目）
家族構成や健康・生活状況、健康状況、介
護系サービス、医療系サービス利用状況
Ⅱ．健康や生活に関する質問（５項目）
体調不良時に備えていること、不調と感じ
た際の対応・相談先、近隣・町内会・老人ク
ラブ等との関わりについてなど
Ⅲ．救急医療等に関する質問（４項目）
江別市夜間急病センター、休日・祝日当番
病院の利用の有無、利用状況や救急自動車の
利用の有無、利用状況についてなど
Ⅳ．その他、江別市への要望など
３－４．地域包括支援センターインタビュー
調査（４施設）
高齢者の支援機関である地域包括支援セン
ターの職員に救急需要に関する相談や救急自
動車搬送に至った事例や地域特性など把握す
るためインタビュー調査を行った。
１）地域包括支援センター職員インタビュー
調査対象者
江別市内の４か所の地域包括支援センター
職員に所属する地域包括支援センター内で行っ
た。職種等は回答内容から個人が特定できる
可能性があることから明らかにしない。
２）インタビュー内容
Ⅰ．高齢者の利用状況（相談件数など）につ
いて
Ⅱ．健康や生活、救急医療に関する相談や対
応等の事例について
Ⅲ．その他
４．救急業務効率化・高度化への取
り組み機関への調査
４－１．救急安心センターおおさか（大阪市
消防局）
急な病気や怪我の緊急性に関する相談など
救急に関する住民ニーズ対応のシステムとし
て運用され、適切な救急利用の効果が期待さ
れ設置された「救急安心センターおおさか」
に、ヒアリング調査を実施した。
１）調査日
平成２５年３月１３日
２）ヒアリング内容
利用状況や効果、奏功事例、市民への周知
方法など１０項目
４－２．八王子市高齢者救急医療体制広域連
絡会（東京消防庁八王子署）
高齢化により高齢者の救急搬送が増加する
中、より一層迅速な救急搬送体制を確保する
ため関係機関による連絡会の設置し、対応策
を協議、「救急医療情報」の導入をした八王
子消防署にヒアリング調査を実施した。
１）調査日
平成２５年３月２７日
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２）ヒアリング内容
八王子市救急業務連絡協議会の設立の経緯
や現在の取り組みについて４項目
５．結果と考察
 救急需要増加における課題と他市での取
り組みについて
救急需要増加に伴い諸課題について、１２市
へのアンケート及び同一人口規模の３市、お
よび救急業務効率化への取り組みを行ってい
る２市へのヒアリングより、以下の取り組み
がなされていることが明らかとなった。
１）救急需要の増加による救急体制の強化、
対策を講じている
・消防署員を毎年１名増員（新居浜市）
・救急資格者の養成（大牟田市）
・救急拠点をこれまでの２地区から４地区
へ増強し、救急隊４隊を４地区の拠点に
配備（大牟田市）
・救急自動車、救急隊の増隊を検討中（大
東市）
２）適正利用の取り組み
・救急医療維持確保検討委員会を平成２３年
に設置（新居浜市）
・救急自動車頻回利用者に対し、保護課職
員やケースワーカー等と同行し訪問指導
を実施している。（大牟田市）
・「救急安心センター」の設置と利用啓発
（大東市、大阪府）
３）予防救急やバイスタンダー１）の取り組み
・６５歳以上の一般負傷事案減少をターゲッ
トに、市と協力して自宅内での自己転倒
について保健センターと連携し「予防救
急」の取り組みを実施。（大牟田市）
・バイスタンダー心肺蘇生法（Cordio Pol-
monary Resuscitation，以下 CPR）実
施率の向上を目的に、１世帯１名の救命
講習受講者を目標値として、平成１３年か
らの１０ヵ年計画で応急手当普及啓発を実
施、その結果バイスタンダー CPR実施
率は５０％を超えた。（大牟田市）
４）スムーズな救急搬送への取り組み
・平成２５年１月より情報通信技術（Informa-
tion andCommunicationTechnology，以下
ICT）を利用した救急業務活動（大東市）
・「救急医療情報」の活用（八王子市）
・教育委員会と連携し、教員を対象に応急
手当普及員資格の取得を計画（大牟田市）。
 高齢者における救急需要に関する実態
今後もますます高齢者の救急自動車利用は
増えることが予想されるが、高齢者および地
域包括支援センターのインタビュー調査では、
健康状況やその世帯の家族状況、町内会の活
動の差異などから多様な生活状況、救急に関
する意識の違いがみられた。
１）通院や介護保険サービス利用施設など専
門家とのつながり
健康維持や体調不良時の備え、また不調と
感じた時など、相談できる専門家が身近にい
ると、救急予防や救急自動車の要請について
適切な助言がある。
２）家族とのつながり
別居している家族（子ども等）に体調不良
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時に連絡をとり、訪問や家族の車やタクシー
で受診同行、救急自動車要請への助言などが
行われている。ただし、家族の知識不足や救
急車への抵抗感などから必ずしも適切な対応
でないこともある。
３）近隣、町内会、老人クラブなどの地域の
つながり
町内会や老人クラブの活動の差異によって、
よく関わりがある方、あいさつ程度で殆ど関
わりがないとする方など地域や個人の状況に
よって様々であった。近隣との付き合いが挨
拶程度であったり、町内会の活動が少ないと
ころでは情報の伝達が回覧板だけで必要な情
報と認識にしにくかったり、住民同士の情報
交換などがなされずにいる。
また救急自動車利用に関しては、近所の目
を気にして救急自動車利用を避け、家族や親
しい知人にまずは連絡するということもある。
４）救急自動車利用に関する意識
①本人
救急自動車を要請する基準は、地域包括支
援センターのケアマネージャーにより救急自
動車を呼ぶ必要のある症状が書かれたものを
渡されたり、主治医に確認しておくように指
導がされているケースがあった。また老人ク
ラブで消防に関する勉強会が実施され、その
中で救急自動車利用についての知識を得てい
たケースもあった。このことはチラシ等の配
布ではなく、直接的に説明や指導を受けてい
るによるものである。救急自動車の要請に関
しては、３）で述べた通り近所の目を気にし
て救急自動車の要請を避ける傾向とそうでな
い方にも基準を明確に示す必要がある。
また救急時の備えとして、単身者で重度の
人から優先的に設置される緊急通報装置２）が
あるが、設置しているが押さない、あるいは
必要と感じていても条件を満たせず設置に至っ
ていないこともある。そのほか、入院セット
を用意しているケースもあったが、救急搬送
時に必要な医療情報や連絡先について用意し
ている世帯はなかった。
②家族や知人などキーパーソン
家族や知人等の助言・判断により救急自動
車を要請する、あるいは要請しないというケー
スは少なくない。しかしながら、その家族や
知人の判断が必ずしも適切とは限らず、地域
包括支援センターのケアマネージャーの判断
がさらに必要になったケース、家族からケア
マネージャーに相談するケースもある。また
家族も救急自動車の利用を敬遠するケースも
あり、こういった本人以外の家族や知人等に
も救急自動車要請基準を認識してもらう必要
がある。
５）経済的問題
救急自動車を要請する際には、家族の運転
する車およびタクシーを利用するかという選
択もある。高齢者においては車を保有してい
ない、あるいは所有しているが殆ど運転して
いないという世帯も見られた。同一人口規模
の１２市へのアンケート調査から生活保護実人
数が多いと救急出動率が高い傾向があるとさ
れたが、タクシーの利用が選択されるのは、
インタビューからも経済的に問題がないとい
う条件が当然のことながらある。
６）生活上の課題
高齢により運転を控える、運転免許証の返
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上、車を手放すなどの検討をする世帯の移動
手段に関する不安、つまり通院や買い物など
生活上の実際の不便さがある。近年スーパー
の宅配やスーパーの循環バスなどのサービス
もあるが、町内会や老人クラブの移動や活動
内容にも影響を及ぼしていた。また通院に関
しての移動は費用の問題などでケアマネー
ジャーに相談するケースもある。
また除雪の問題も何らかの健康上の問題を
抱えている世帯においては、近隣との付き合
いにより手伝ってもらったり、排雪の費用に
苦慮したり、また転倒により怪我、入院に至
るケースもあった。
 地域包括支援センターにおける支援の実態
１）休日・夜間の対応
ケアマネージャーには体調不良に関する相
談も多く、その際は基本的には訪問をし、実
際の体調を確認したうえで対応している。し
かしながら、それは対応可能な時間帯に限ら
れている。「救急安心センターおおさか」の
電話着信時間帯も１６時から２３時、また曜日で
は土日が多いことから、夜間帯および休日の
対応についての課題がある。
２）個人情報保護
高齢者の救急搬送、入退院における救急隊、
医療機関、福祉等利用機関の連携は、スムー
ズな搬送や退院後の地域生活支援には欠かす
ことはできないが、個人情報の開示について
は本人の意思確認など、慎重に取り扱う必要
がある。緊急性や内容に応じ対応していると
ころであるが、共通した認識により円滑に連
携が取れているかについては課題と捉えてお
り、共通した認識が得られるようなルールづ
くりやツールの検討を要する。
３）契約外の相談への対応
地域包括支援センターには、高齢者を対象
に様々な相談が寄せられるが、実際の支援に
は登録が必要となる。地域に地域包括支援セ
ンター利用の対象と思われる住民がいた際に、
住民から連絡があり登録に至ったケース、ま
た利用登録されていない市民より救急自動車
要請についての相談があり対応に苦慮したケー
スもあり、地域包括支援センターの利用方法、
支援内容についての周知が必要である。
６．今後の課題（江別ルールの策定に向けて）
人口が減少する一方で高齢者比率や高齢者
単身世帯数の上昇も見込まれる等、今後更な
る超高齢化社会への進展による救急需要増加
が予想される。他市においては消防署員の増
員、増隊など具体的な体制強化対策をとって
いるところもあるが、まずは現状における江
別市の特徴、傾向、課題を把握することが必
要である。
今回の高齢者世帯および地域包括支援セン
ターのインタビューから、救急要請をしなかっ
たケースとして①家族や知人、ケアマネー
ジャーなどに相談した、②家族や知人に車、
タクシーで連れて行ってもらった、というケー
スがあった。つまり江別市の救急出動件数が
少ないことは、上記①②を満たし救急要請を
せずに対応する市民が多いと推察できる。
このことを踏まえ、不要不急の救急を抑制
し、救命効果の向上を目的とした安心・安全
のまちづくりに向け、「江別ルール」の策定
していく必要がある。以下、「江別ルール」
の策定に向け、課題・検討事項を示す。
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１）不要不急の救急抑制を目的とした需要対策
今回のアンケート結果から江別市における
救急出動件数や搬送人員中の軽症比率は決し
て高い数値ではなく、これまでの救急需要対
策によって市民の救急自動車適正利用に対す
る認識が浸透した成果とも考えられるが、将
来的な救急件数増加の推移を見据え、更なる
効果的な取り組みが必要である。
①健康不安を抱える市民、判断に苦慮する市
民に対する医療相談窓口の提供
住民が救急要請すべきか自力受診すべきか
迷った場合に１１９番通報するといったケース
に対して、従来から実施されている「北海道
救急医療・広域災害情報システム」での医療
機関の情報提供や応急手当の方法の情報提供
では不十分で、医師や看護師等と連携した高
度専門的な救急相談体制が求められている。
現在はヒアリングを行った大阪府の「救急
安心センターおおさか」のほか、東京都、愛
知県、奈良県で「救急安心センター」が実施
され、救急要請の減少や救急相談の結果、緊
急度が高いと判断された傷病者を救急搬送し、
一命を取り留めた奏功事例が多数報告されて
いる。平成２５年１０月に開設した札幌市では、
平成２６年度には石狩管内の希望自治体にも拡
大するとしている。単独および少ない参加自
治体では費用面の課題がある。また今回の
「救急安心センターおおさか」への調査で、
高齢者の利用者が少ない実態が明らかになっ
た。さらに札幌市では、２４時間対応の「高齢
者あんしんコール事業」を平成２５年１２月より
有料にてスタートしている。相談窓口が専門
分化することにより適切な対応が可能となる
が、市民がそれを使い分け利用すること、新
たに設置することによる費用の問題なども生
じてくる。今回の高齢者世帯のインタビュー
や地域包括支援センターの相談状況から、生
活状況や身体状況を把握した適切かつ丁寧な
支援が展開され、救急要請の際にも地域包括
支援センターに先に相談していることが明ら
かとなった。地域包括支援センターの機能お
よび体制の強化などといった相談窓口につい
て検討が必要である。
②救急自動車の適正利用に対しての啓発活動
これまでも江別市ではリーフレットの配布
など取り組んでいるところであるが、高齢者
世帯および地域包括支援センターのインタ
ビューから、直接手渡すこと、説明をするこ
との重要性が示唆された。八王子市の「救急
医療情報」カードの配布も手渡しを原則とし
ている。自治会、町内会、老人クラブ、また
消防団の活用など配布方法についても検討が
必要である。
適正利用に関しての啓発は本人や同居家族
だけでなく、別居家族や普段交流のある隣人
など幅広く行う必要がある。
③対象や目的をより具体化した応急手当普及
啓発事業計画の策定
救急出動要請から救急隊が現場に到着する
までに要する時間（平成２４年中の平均８．３分）
の間にバイスタンダーによる応急手当が適切
に実施されれば、大きな救命効果が得られる。
したがって、救急要請の際にその場に居合わ
せる一般市民の間に応急手当の知識と技術が
広く普及するよう実技指導に積極的に取り組
んでいくことが重要である。また、応急手当
講習の受講により、救急車適正利用の知識の
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習得も期待できる。小学校、中学校、高校、
大学単位での展開、講習内容については今後
検討していく必要がある。
④高齢者や災害時要援護者等に対する日常的
な関わりの強化
今後も増加すると思われる高齢者施設、災
害時要援護者等に対する支援は、その地域を
中心に展開され、定期的な体制確認が求めら
れる。この体制は日頃の生活においても支え
合いのネットワークになりうる。そのために
は自治会、町内会の有機的な関わりが必要に
なってくる。現在多くの地域で自治会、町内
会活動、老人クラブの減少が見られており、
こういった地域活動への支援が必要である。
⑤生活習慣の改善指導、転倒事故防止講習等、
関係部局と連携した予防救急事業の展開
市民の健康志向、高齢者の健康不安は高く、
高齢者世帯および地域包括支援センターのイ
ンタビューからも、地域包括支援センターや
デイサービスで提供されるプログラムに関心
が高い。介護保険サービスの利用者のみなら
ず広く市民に提供していくため、展開方法な
どを検討してく必要がある。
２）必然的に増加する救急需要への対策
不要不急の救急抑制対策を推進すると同時
に、必然的に増加する救急需要に対しては、
迅速な搬送かつ高度な救急業務体制構築が急
務である。
①医療資源の充実
医療従事者、医療施設及び救急拠点等、医
療資源の絶対量を増強確保することで、救急
隊、一次医療、二次医療等がそれぞれの持つ
べき役割を需給バランスに基づき安定供給が
可能となる。搬送先の入院治療可能な病院だ
けでなく、日頃より身近に相談でき受診等の
指導も可能なホームドクター、つまりクリニッ
クの充実も欠かせない。江別市は同一人口規
模の他市と比較し、医師数、医療施設数が少
ない。
近くに病院やクリニックがあることを居住
地域の選定の一つになっていることも今回の
調査で明らかになっている。市内完結型の本
来あるべき地域医療の姿が確立することが、
健康不安の高い高齢者や乳幼児を育てる家庭
には必要である。医療機関の誘致など、医療
資源充実に向けての検討が必要である。
②江別版「救急医療情報」
現在、江別市においては平成２４年中の病院
収容時間の平均は先述のとおり３５分（前年３３
分）で、全国平均（３８．７分）を下回ってはい
るものの増加している。八王子市の「救急医
療情報」の取り組みは参考になるが、江別市
で平成２２年より配布している「救急袋」の認
知度、利用状況についての検証、また本人情
報の取り扱いなどについて慎重に検討してい
く必要がある。
③ ICT（情報通信技術）を活用した情報の共
有化
救急隊員が救急現場から医師に対して傷病
者情報を伝達する際に、電話や無線による情
報に加えて、ICT を活用してバイタルサイ
ン情報や画像情報を送ることによって、より
正確で具体的な情報伝達ができることが、各
地の取り組みで示されている。画像伝送を救
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急業務に活用している消防本部数は消防白書
平成２４年版によれば、平成２３年７月時点で、
全国で２４本部が画像伝送を救急業務に活用し
ている。また、ICT の活用により、各医療
機関の応需状況をリアルタイムに把握するた
めの取り組みなどもされている。
また、救急のみならず、介護・保健など関
係する機関のそれぞれの情報を共有すること
によって適切な救急対応が可能となってくる。
これまで以上に連携を密にした齟齬のない情
報共有を行うために、ICT を効果的に活用
し必要情報を一元的に管理することで、日常
的なケアサポートから緊急時の救護体制まで
を効率的に対応することが可能になるものと
考える。
④緊急通報装置の柔軟な対応
江別市においては単身高齢者世帯で、重度
の方を優先に無償で貸与している。設置数は
平成２３年度において５５８件で、同一人口規模１２
市のうち３番目に多い。設置しているだけで
安心するという声もあり、また「お元気コー
ル」の安否確認により地域包括支援センター
のケアマネージャーと連携をとり、対応でき
るなど実際の緊急時利用以外での生活する上
での安心ツールとなっている。条件の緩和に
よる設置の拡大および「お元気コール」の柔
軟な対応など、運用について検討する必要が
ある。
３）安心・安全の地域づくり
①地域づくりの促進、支援
上記で２）②④で示した活動を展開してい
くには自治会、町内会、老人クラブなどの地
域活動の活性化が必要である。こういった場
は、情報提供、情報交換の場としても大変重
要であるが、高齢化や役割負担などで敬遠さ
れ、活動が停滞している地域が多い。地域の
特性を把握し、自治会、町内会、老人クラブ
への支援が必要である。
②消防団の活動の拡充
上記２）②③④の活動を展開するには、救
急出動が伸び続けている中、現消防職員体制
を強化し、また消防団の活動の拡充も必要で
ある。江別市の消防団は同一人口規模の他市
と比較して定数、実数も少ない実態が明らか
になった。消防団の体制強化や活動の拡充に
取り組む必要がある。
③高齢世帯の生活を支える取り組み
高齢者世帯および地域包括支援センターへ
のインタビュー調査から、移動や除雪などの
高齢者世帯の抱える生活の課題は、怪我や閉
じこもりによる体力の低下などの健康問題に
発展する可能性がある。除雪サポートや移動
手段についても検討していくことが必要である。
７．お わ り に
広く江別市民の安心・安全を保障するとい
う点においては医療、保健、福祉、教育等と
連携する必要があることは言うまでもない。
本調査研究では増加する高齢者をターゲット
にし、その実態や対策について調査を行い、
課題や検討すべきことを明らかにしたところ
である。
今後はこれらの課題及び検討事項について
さらに調査を行い、具体的取り組みを提示す
る必要がある。また今回の調査で取り組むこ
とができなかった各世代の救急需要、特に江
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別市において増加傾向の「子育て世代」に関
する意識調査や課題を明らかにしていく必要
がある。
住民と行政が相互理解の下、共通認識を持っ
た一体的な取り組み「江別ルール」の策定が
急務であり、救急需要の実態を継続的に分析、
発信し、より効果的な取り組みを中長期的展
望で実践することが、更なる「安心・安全の
まちづくり」につながるものと考えている。
＜注＞
１）バイスタンダー（bystander）とは、救
急現場に居合わせた発見者や同伴者のこと。
１１９番通報から救急自動車の到着までの間
に心肺蘇生法等の応急手当てをすることに
より救命効果が高まることが明らかになっ
ている。
２）緊急通報装置とは、在宅のひとり暮らし
の高齢者や重度障害者等を対象に急病や災
害時に、ボタンを押すことで消防本部へ通
報される装置のこと。江別市においては、
緊急通報機能に加え、相談センターを設け、
２４時間体制で相談を可能としている。さら
に週１回電話による安否確認と自治会推薦
の協力員による緊急時対応の体制が整って
いる。
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